
令和元年度　鳥栖市立鳥栖中学校　学校評価結果

１　学校教育目標

学校評議員会から

領域 評価項目
評価の観点
（具体的評価項

目）
具体的目標 具体的方策

成果と課題
(左記の理由）

具体的な改善策・向上策
学校評議員
の評価（A～D
で記入）

意見や提言など

●学力向上
「授業づくりのス
テップ１２３」に
沿った授業づくり

・12月に行われる佐賀県小中学校学習
状況調査において、１年生の国語及び
数学については、各領域で４月の結果
を上回る。他の３教科については、佐賀
県の平均を上回る。２年生については、
全ての領域において「おおむね達成」を
上回る。

・年度当初に学習規律を身に付けさせる必要があるため、「学習の
約束」を各教室に掲示し徹底を図る。
・「主体的・対話的で深い学び」を念頭に、基礎基本の習得、課題解
決のための活用する力、主体的な学習態度を意識した授業づくりを
「授業づくりのステップ１・２・３」を活用して行う。

・佐賀県小・中学校学習状況調査〔12月調査〕結果の１年生の国語及び数学につ
いては、各領域で４月の結果を上回ることはできていないものの、国語の全ての
領域で県の正答率を上回り、更に５領域中３領域において十分達成を上回った。
社会、理科は県の平均を上回った。２年生については、ほとんどの領域において
「おおむね達成」及び県の正答率を上回った。
・授業づくりの手立てについて、生徒の意識調査結果では肯定的な回答の割合が
８０％を超えており、教師の日々の授業において、「授業づくりのステップ１・２・３」
による手立てが生かされていると思われる。

・校内研究会を主体とした授業スタイルについての共通理
解と共通実践、及び新学習指導要領を踏まえた授業研究
を継続して実施する。
・学習状況調査の結果を分析した課題を踏まえた指導の
工夫を実践する。

A

・生徒アンケートの結果で、他
学年と比較すると肯定的な回
答の割合が低い学年がある。
原因や改善のための手立てを
考えてほしい。

●学力向上 ICT利活用
・教師アンケートで、授業においてICT機
器を利活用している割合８０％以上を目
指す。

・わかりやすい授業や効果的な学習の手立てのために、積極的に電子黒
板、デジタル教科書、ICT機器の利活用に取り組む。
・ICT機器活用の研修会、公開授業について積極的に紹介し、年に1回以
上の参加を促す。

・アンケートの結果よりICT機器を利活用する割合は８０％以上とな
り、目標を達成することができた。

・生徒アンケートの結果では８０％未満となっている学年も
あり、引き続きＩＣＴ利活用研修等を講じていく必要がある。

A
・生徒や保護者のアンケート結
果から、教師の取組が十分で
あることが分かる。

●学力向上
教科「日本語」の
推進

・生徒アンケートで、教科「日本語」の授
業で日本の伝統文化や礼儀作法のよさ
について理解したと答える割合が８０％
以上になるようにする。

・教科「日本語」の授業を小中一貫教育の柱として位置付け、研究
テーマを踏まえた指導で各学年で計画的に行う。

・各学年で体験活動やゲストティーチャー等を効果的に活用し、目標
を達成することができた。

・授業の準備にかかる負担が大きいので、誰でも簡単に
準備ができ、生徒が主体的に取り組むことができる授業プ
ランを再考していく必要がある。

A
・教科「日本語」の授業を参観
し、生徒が楽しそうに学習して
いたことがよかった。

●学力向上 家庭学習の充実
・各教科で準備した課題の取組を毎日
行う。

・県教委発行の「家庭学習の手引き」を活用し、生徒・保護者への啓
発を行う。
・課題の効果的な活用方法を提示し、家庭学習の定着を図る。

・「家庭学習の手引き」について、PTA総会や企画委員会で紹介し、周知を
図った。
・家庭学習に毎日取り組んでいる生徒の割合が８０％を超えている。

・教師主導の課題から生徒の主体的な学習へと、内容の質が
深まり更に学力向上につながる取組になるような手立てを検討
する。

A ・継続してほしい。

○小中一貫
教育

鳥栖小学校・鳥
栖北小学校との
連携

・教科「日本語」を柱とした小学校との連
携を深める。

・定期的な会議を開催し、生徒と児童間の交流、教師間の交流の場
を設定していく。
・三校の教師全員の研修会を開催する。

・小中一貫教育研究発表会に向け、全職員で授業研究や部会の取組な
ど、小中一貫教育に取り組んだ。
・小学校との連携が深まったと回答した教師の割合が５８％であった。

・教師一人一人が必要だと考える小中一貫教育の取組などに
ついての考えを集約し、連携が深まったと実感できるような方
策を取り入れる。

B
・小学校との連携については、
さらに推進してほしい。

領域 評価項目
評価の観点
（具体的評価項
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具体的目標 具体的方策
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意見や提言など

毎月10日「いじ
め・いのちを考え
る日」の取組

・毎月10日の「鳥栖市いじめ・いのちを考える
日」にアンケートを実施する。また、学期に1回
は持ち帰りのアンケートを実施し、書きやすい場
でじっくり考えて書く時間を設定する。
・ＳＮＳでのトラブルがいじめにつながるケース
が多いことから、情報モラルに関しての講話や
アンケートを学期に1回は実施する。

・アンケートの内容を見直し、より生徒の実態を把握できるよう改善
する。
・警察署等、関係機関と連携を図り、生徒を対象とした「スマホ・ケー
タイ安全教室」等のＳＮＳにおけるトラブル予防のための講演会を実
施する。

・アンケートを実施することで、早期発見、早期対応、振り返りを行う
ことができた。
・SNSに関する情報モラル講話については、実施できていない。しか
し、全校集会の場や放送などで呼びかけを行うことはできた。

・定期的なアンケートによる情報収集の継続と教師の認知
力を上げ、早期対応に結びつける指導体制の確立を目指
していく。

A
・生徒がアンケートに本音を書
くことができるような手立てを講
じてもらいたい。

いじめの未然防
止と早期発見の
ための取組の徹
底

・教育相談、人権教育との連携、充実を
図り、未然防止に努める。
・早期発見のための体制作りを強化す
る。

・人権週間の取組や道徳の授業の充実を図り、いじめを許さない集団作り
を目指す。
・いち早く生徒の変化に気付く感性を持ち、早期発見できる生徒指導体制
の充実を図るとともに、授業や学級経営等での日頃の実践や悩みを気軽
に話し合える教職員間の連携を図る。

・人権週間の取り組みの中にいじめに関する放送を入れ、いじめは絶対し
てはいけないことを生徒に知らせることができた。
・教師の早期発見に関わる認知力を高める取組として研修を行った。いじ
めの定義や指導方法などについて確認することができた。

・今後も教師の認知力を上げることはもちろんのこと、生徒
の認知力を上げるための方策を生徒会と連携し、生徒主
導でいじめ防止に関する集会の実施を考えていきたい。

A

・生徒アンケートの結果で、他
学年と比較すると肯定的な回
答の割合が低い学年がある。
原因や改善のための手立てを
考えてほしい。

○人権教育
人権・同和教育
の充実と啓発活
動の推進

・教師全員が、年１回以上の人権・同和教
育に関する職員研修を受け、研修の内容を
ふまえた生徒の人権意識向上のための授
業改善を行う。
・生徒の人権意識を向上させるために、人
権放送や標語の作成などの啓発活動を年
３回以上行う。

・人権意識を高めるために人権・同和教育に関する研修を受け、年
間計画に沿って社会科や道徳の授業を行う。
・思いやり標語やいじめ防止標語、人権作文を作成する。また12月
の人権週間には人権放送を行い、生徒の人権意識を高める啓発活
動に取り組む。

・アンケート結果から8割の教師が実践できたと応えており、今後も人権･同
和教育の年1回以上の研修や、各学年における社会科や道徳での授業実
践を計画的に進めていきたい。
・「いじめは、どんな理由があってもいけないことだと思う」と答えた生徒は9
割以上に達しているが、「相手に嫌な思いをさせない断り方や自分の意見
の伝え方を、授業などで学習したことがある」と答えた生徒は7割ほどで
あった。

・今後も計画的に教師の「一人一研修」と授業実践を行
い、人権意識の向上を目指す。授業の指導案を紹介し、
教師が授業実践がしやすい環境を整える。
・学級活動の時間などで、相手を思いやる言葉遣い（ア
サーション）を取り扱う教材を準備し、生徒たちが自分の考
えや意見を適切に伝えられるような指導を行う。

B ・改善策を実行してほしい。
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●心の教育
学級・学校行事
での支持的風土
づくり

・各教科等・領域を通して、全ての生徒
が称賛される機会をもつことができる場
を設定する。

・Ｑ-Ｕテストを実施し、生徒の実態を把握する。
・個々の生徒を称賛する記事や、友達の良いところを学年・学級通信や掲
示物で紹介する。
・生徒の実態把握や支援、その後の経過などについて、全職員で共有し
ながら生徒が輝く場や認め合う活動をつくる。
・心の成長につながる道徳教育を推進する。

・Ｑ-Ｕテストをもとに、各クラスの生徒の実態を共通理解した。
・校内研究と連携し、行事ごとに「いいとこ探偵団」を実施し、友達の良いと
ころを認め合う機会をもった。
・「特別の教科　道徳」の完全実施にともない、各学年ごとに教科書を中心
にした共通教材を用いて授業を行った。その際、支持的風土を大切にし、
意見を交流し合う活動を取り入れていった。

・年間を通じて、２２の内容項目すべてにわたって授業を実施す
る。また、道徳の授業以外でも、すべての領域にわたって支持
的風土の醸成を念頭に指導にあたる。
・体育大会や文化発表会などの行事の際に、今年度同様「いい
とこ探偵団」を実施し、生徒同士によるお互いの良いところを認
め合う機会を設ける。

B
・Ｑ－Ｕテストの更なる活用や
道徳教育の充実を図ってほし
い。

●心の教育 教育相談の充実
・学期に１回は、教育相談週間及びソー
シャルスキルに関わる取組を学年また
は学級で行う。

・教育相談については、生徒が安心して相談できるように、時間の確保や
事前アンケートの実施などの手立てを取る。
・学級活動の中で、相手に嫌な思いをさせないで自分の意見を主張した
り、相手の申し出を断ったりするトレーニングの機会をもつ。
・「出番・役割・承認」の場面を意図的に設け、共感的な人間関係を意識し
た学級経営を行う。
・クラスの実態に応じて、ストレスマネジメントなどの授業を組み込んでい
く。
・教育相談担当がソーシャルスキル授業一覧を作成し、全職員に紹介す
る。

・学期に１回の教育相談週間を設定し、事前アンケートの実施や相
談する時間が確保される日程を取った。
・スクールカウンセラーによる、ストレスマネジメントやソーシャルスキ
ルについての授業を全学年に実施した。
・ソーシャルスキルについて授業で学習したと振り返っている生徒の
割合が８６％であった。

・教育相談については、今年度の取組を継続する。 A
・昨年度の取組を改善してい
る。来年度も継続してほしい。

○生徒指導

不登校及び不登
校傾向の生徒に
対する指導の充
実

・一人一人の状況に応じた対応を行い、
複数で対応する仕組みを構築すること
により、不登校生徒の減少を図る。
・新たな不登校生徒を出さないための未
然防止に努める。

・中１ギャップを最小限に留めるように小学校との連絡を密にし、相談体制
をきめ細やかにする。
・教室に入れない生徒や欠席の続く生徒には、担任、加配教員、スクール
カウンセラー等でケース会議を開き、チームを組んで対応する。
・気になる生徒や不登校（傾向）生徒について、スクールカウンセラー、
ソーシャルワーカーや関係職員と連絡会を毎週実施する。またチームで
支援していくために、ケース会議を行っていく。

・１年生に関する生徒指導あるいは教育相談の面での問題等が発生
したときは、小学校より情報を得るなど、連携することで、本人や保
護者対応がスムーズになった。
・ケース会議については、開催した事案とできていない事案があっ
た。

・教室に入れない生徒のための別室（会議室など）におけ
る学校生活の支援や配慮について、ルール等の見直しや
確認事項の共通理解を行う。

B
・中1ギャップについての手立
てが十分かどうか、検討しては
どうか。

②いじめ未然防止、いじめ見逃し０

２　本年度の重点目標

①学力向上
②いじめ未然防止　いじめ見逃し０
③自己肯定感を高める生徒指導体制・相談体制
④保護者・地域に信頼される学校
⑤職員の服務規律の保持及び健康管理、交通加害事故撲滅
⑥勤務時間を意識した働き方改革

３　目標・評価

①学力向上

教
育
活
動

A

ふるさと鳥栖に誇りをもち「学び合い、
支え合い、高め合う生徒の育成」

B

達成度

B

A

A

B

B

達成度

達成度

B

A

●いじめの
問題への対
応

③自己肯定感を高める生徒指導体制・相談体制

教
育
活
動

B

教
育
活
動

B

達成
Ａ：ほぼ達成できた

Ｂ：概ね達成できた

Ｃ：やや不十分である

Ｄ：不十分である
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学
校
運
営

○開かれた
学校づくり

学校運営の状況
に関する積極的な
情報提供の推進

・PTA活動へ積極的な関わりをもつ。
・外部の意見を聞く機会を増やす。
・ホームページの更新やマチコミの活用
により、地域、保護者が必要な情報提
供を行う。

・「生徒が『この学校で学んでよかった』と思う学校」を保護者や地域
の方々に浸透させるため、積極的に地域に出向き繰り返し説明す
る。
・フリー参観を年に2回実施し、参加者を増やす。
・学校評価アンケートや参観日のアンケートを実施する。
・PTA活動に職員も関わりをもち、保護者との関係づくりに努める。
・ホームページの学校からのお知らせや行事予定等を1ヶ月に１回
は更新する。

・毎月行われている区長会や民生委員会に管理職が出向き、学校
への御協力に感謝の意を述べたり、学校の様子や生徒の頑張りを
伝えたりしている。
・ＰＴＡ執行委員会に職員も積極的に出席し、ＰＴＡ役員との連携強化
に努めている。
・ホームページの内容が最新の情報となるように、更新を随時行った
り、まちcomiメールで保護者が必要とする情報を迅速に配信したりし
ている。

・参観日のアンケートへの回答数を増やし、学校運営に活
用できるようにする。
・令和３年度３年生の修学旅行検討委員会を開催するに
あたり、ＰＴＡ会長、１年学年委員長、副委員長に御参加い
ただいた。来年度は本校がコミュニティ・スクールとなるた
め、更なる地域・保護者の学校運営への参画が求められ
ることになる。
・コミュニティ・スクールへ円滑に移行するため、立ち上げ
の段階から、地域・保護者や鳥栖小学校・鳥栖北小学校と
の緊密な連携を図っていく必要がある。

A
・学校ＨＰをよく見ており、緊
急性のある知らせを掲載し
てもらうとよいと思う。

領域 評価項目
評価の観点
（具体的評価項

目）
具体的目標 具体的方策

成果と課題
(左記の理由）

具体的な改善策・向上策
学校評議員
の評価（A～D
で記入）

意見や提言など

学
校
運
営

●業務改善・
教職員の働
き方改革の
推進

運転・職務遂行
スタイルの見直
し

・体罰・ハラスメント、及び交通加害事故
を０にする。

・他校等の事例について「自分のこととして考える習慣」の徹底を繰
り返し図っていく。
・日ごろから自分の運転スタイルや職務遂行のスタイルの振り返り
をする。
・事故・事案発生時に備えて、管理職は全職員の連絡先を把握し、
全職員は管理職の連絡先を記録し、時刻に関わらず報告することを
徹底する。
・体罰やハラスメントについては、高い意識を保つために職員研修
を実施する。
・「体罰０ハラスメント０」を目標に職務にあたり、発生時は報告・連
絡・相談・確認を徹底する。
・教育公務員としての言動について、謙虚に自分を見つめなおす機
会をもつ。
・「ゼロの日」を計画的に進める。

・職員会議や連絡会等で，交通事故防止等について全職員に伝え，
意識付けをすることができた。
・体罰とハラスメントについては，目標通りに発生件数０とすることが
できた。
・交通加害事故については，昨年度７件から１件に減らすことができ
た。

・「体罰０ハラスメント０」は今後も継続し，交通加害事故も
０となるように，会議等を活用し意識付けを行う。
・職員間でも，体罰やハラスメント，交通事故等について，
話題にするような雰囲気づくりを行っていく。

A

・佐賀県内では他校の事件が
ニュースになっている中で、事
故件数が減っているのはよく努
力していると思う。継続してほ
しい。

領域 評価項目
評価の観点
（具体的評価項

目）
具体的目標 具体的方策

成果と課題
(左記の理由）

具体的な改善策・向上策
学校評議員
の評価（A～D
で記入）

意見や提言など

学
校
運
営

●業務改善・
教職員の働
き方改革の
推進

部活動の在り方
に関する方針の
周知・実施と見
通しをもった職務
遂行

・各分掌間の連携及び情報共有を図り、
効率的な業務への取組を推進するとと
もに、部活動など、教職員の時間外勤
務について１か月当たり前年度比10％
削減する。

・部活動の在り方に関する方針の周知のため、保護者会代表等やＰ
ＴＡ総会での説明、各家庭への文書での周知を図る。
・業務改善に係る教職員の意識改革を図る。
・公務サーバー上で各分掌が情報共有を行いやすいように、フォル
ダ構成を工夫する。
・各教職員の勤務時間を確実に把握するとともに、特定の教職員に
業務が集中しないようにマネジメントを行う。

・「部活動の在り方に関する方針」について、部活動代表保護者会や
ＰＴＡ総会での説明、各家庭への文書での周知を図った。
・教職員の時間外勤務時間については、前年比＋7.0％（1月末現在）
となっており、目標から大きくはずれてしまっている。

・ワークライフバランスを重視し、「やらなくていいことはし
ない」という意識改革を図り、早く退勤する雰囲気を醸成
する必要がある。
・今年度、「活動の在り方に関する方針」に基づいた部活
動指導時間の縮減を行ったり、２学期の通知表の所見欄
を廃止したりしたが、このような業務縮減を更に進めていく
必要がある。
・教職員が生徒の問題行動への対応を一人で抱え込み、
問題を大きくしてしまうことがあったので、学年を中心とし
たチームでの対応を徹底していく。

B

・教師の努力だけではどうしよ
うもない部分があるのではない
か。組織としての努力が必要
だと思う。

領域 評価項目
評価の観点
（具体的評価項

目）
具体的目標 具体的方策

成果と課題
(左記の理由）

具体的な改善策・向上策
学校評議員
の評価（A～D
で記入）

意見や提言など

●健康・体つく
り

望ましい生活習
慣の育成

・「早寝、早起き、朝ご飯」を奨励し、朝
食をとって登校する生徒の割合を昨年
度（９３％）より増やす。

・保健便りやPTA新聞等を通して、朝食をと」ることや２３時までの就
寝、7時までの起床の意義の理解と啓発を行う。
・朝食をとらずに登校する生徒を把握し、生徒及び保護者に対する
個別の手立てを行う。

・PTA新聞に、朝食をとることについての意義に関する記事を掲載
し、保護者への啓発を行った。
・毎日、朝食をとって登校をしている生徒の割合が８９％であった。

・朝食摂取率を高めるために、朝食の大切さについて、
様々な機会を捉えて生徒に伝え理解させて、改善に取り
組みたい。
・これからも担任や養護教諭とも連携し、全体の健康教
育・健康指導を推進していく。

B
・食育の必要性を感じる。生
徒が自ら朝食を作ってとって
くるようになってほしい。

●志を高め
る教育

目標に向かっ
て、自ら学び、自
ら考える生徒の
育成

・生徒アンケートで、学習や様々な活動
において目標をもち主体的に取り組むこ
とができた割合８０％以上を目指す。

・学習や行事などの活動において、生徒が自らの能動的な行動でこ
の学校で学んでよかったと思えるような手立てを取る。
・職場体験学習や実社会に即した話を聞く場を設けるなどキャリア
教育の充実を図る。

・学習や様々な活動において、目標をもち主体的に取り組むことがで
きた生徒の割合が７４％であった。学年によっては、目標の８０％を
超えていたが、全校としては８０％を達成することができなかった。

・学習面では、一方的に教え込む指導ではなく、主体的な
学びの視点を踏まえた「話し合う活動」などを、さらに進め
ていく。
・行事などでは、教師主体ではなく、実行委員会形式など
生徒たちが考えて運営するような場を設ける。
・いずれも、事前に職員間での十分な話し合い等の時間を
確保したり、事後の振り返りをしたりする必要がある。

B
・生徒が主体となって活動する
ような手立てを取ってはどう
か。

４　　本年度のまとめ　・　次年度の取組

●は共通評価項目、○は独自評価項目

本年度の重点目標に含まれない共通評価項目

達成度

⑤職員の服務規律の保持及び健康管理、交通加害事故撲滅（非公開項目）

⑥勤務時間を意識した働き方改革

教
育
活
動

　学校教育目標と、それに基づいた本年度の重点目標の実現に向けて、教育活動を行った。学力向上では、小中一貫教育と校内研究の取組を中心に、「話し合う活動」やICT利活用といった共通実践を行い、保護者や生徒のアンケート結果から、高い信頼を得ていると考えられる。下記の改善策１，２について、来年度は具体的
な取組を実施したい。
【改善策１】いじめ未然防止、いじめ見逃し０については、教師と生徒の認知力を上げるための方策を実施したり、早期対応に結び付く指導体制の確立を目指す。
【改善策２】勤務時間を意識した働き方改革については、生徒の問題行動への対応などについて、教職員が一人で抱え込まないよう学年を中心としたチームでの対応を徹底していく。

④保護者・地域に信頼される学校

B

B

Ａ

達成度

A

達成度

Ｃ

達成度


